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質疑応答

（一財）日本建築センター 
　既存建築物技術審査部
　　　　　　　　　　　　　　職員

15:45～16:00

14:05～15:00

15:１0～15:45

15:00～15:１0

情報分析と法の適用関係の整理①

休憩

情報分析と法の適用関係の整理②

一　般

情報交流会
正会員

＜テキスト＞
※テキスト込みで申し込まれた方には申込締切後、ご指定の住所に
　お送りします。
　書籍名：「既存建築物の法適合調査ガイド
　　　　　　　　　　　－ 円滑な改修のためのＡ to Ｚ －」
　発　行：一般財団法人日本建築センター

円

・お申し込みは、右記QRコード（当センター講習会ページ；https://www.bcj.or.jp/seminar/）からとなります。
・お一人様あたり、一お申し込みにてお願いします。複数人でのお申し込みの場合は、それぞれお申し込み下さい。

講　師

開会、資料確認等

対面講習【東京】
（定員30名）

Ｚoomウェビナー講習
（定員100名）

13:30～

※対面講習会場から、Zoomによるオンライン配信を行います。お申込時に対面講習、又はオンライン講習のどちらかを選択して下さい。そ
れぞれ定員になりましたら締切とさせていただきます。

14:00～14:05

時　　間 内　　容（予定）

受付及びZoomによる入室開始

11月２0日（木）
　12月２日（火）
　14:00～16:00

(一財）日本建築センター　３階会議室
（東京都千代田区神田錦町１－９）

計算演習法令解説

【建築CPD情報提供制度プログラム（予定）】

入門編 応用編 技術セミナー
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　　既存建築物の法適合調査ガイド　実務編 
　　　　　　　　　　　　　　（その3）：情報分析と法の適用関係の整理

　

  近年、膨大な建築ストックを長期活用するための取り組みが求められていますが、それらの改修には、建築
確認申請の要否にかかわらず、建築関係法令への適合性を確保することが必要です。
　しかしながら、既存建築物の状況は様々であり、今後、改修を的確に進めるためには、
　　①新築時やその後実施された改修時における法適合状況を調査し、
　　②現行法における法的位置づけ（既存不適格か否か）を明確にし、
　　③改修計画における法の適用関係を整理すること
が必要になります。

主　催

開催日 対面講習　開催場所

＜テキスト＞

＜既存建築物　法適合調査ガイド　関連セミナー＞
　０．「既存建築物の法適合調査ガイド」の解説（書籍の解説含む）（2024.6月開催）
　１．実務編（その１）：法適合調査のフレームワーク（2024.11月開催）
　２．実務編（その２）：情報収集とフレームワークの再考（2025.7月開催）
　３．実務編（その３）：情報分析と法の適用関係の整理（2025.12月開催）

　既に開催いたしました上記の０．～１．のセミナーは、別途、WEB動画講習会（有償）にてご覧い
ただけます。また、２．実務編（その２）は、10月から配信開始予定です。

申込QRコード

■Zoomオンライン講習（ウェビナー形式）の注意事項

・同一メールアドレスによる複数人の申込はできません。
・当日使用する機器へＺoomアプリを事前ダウンロードして下さい（必須）。また、最新版へアップデートして下さい。
・安定したインターネット環境下で受講下さい。

　今回のセミナーでは、実務に即した観点から、情報分析と法の適用関係の整理
について、ケーススタディ等を交えながら具体的に説明いたします。

　前回ご受講された方も含め、既存建築物の改修を検討されている建物所有者の
方や、改修計画に携わる建築士の皆様など、幅広い方々に本セミナーを受講いた
だければと思います。

4,400 円 4,950 円

受講料（税込） テキスト代(税込) 備　　　考

5,500 円 5,500

申込締切


